
 別紙第２  

 勧　　　　　　　　告 

 　   本委員会は、 別紙第１ で述べた報告に基づき 、 本市職員の給与について、 次の措置 

 を と ら れる よ う 勧告する 。  

 １　給料表 

 　⑴　行政職給料表 

 　 行政職給料表については、 民間における 水準、 人事院勧告の内容等を考慮し 、  

 若年層に重点を 置き つつ、 その他の職員も 昨年を上回る 改定を行う こ と 。  

 　⑵　行政職給料表以外の給料表 

 　 消防職給料表については、 行政職給料表と の均衡を考慮し て改定する こ と 。  

 　 医師職給料表、 教育職給料表（ 高校・ 特別支援） 及び教育職給料表（ 小・ 中・  

 幼稚園） については、 人事院勧告の内容を 踏ま えて改定する こ と 。  

 　 特定任期付職員に適用さ れる 給料表については、 人事院勧告の内容に準じ て改 

 定する こ と 。  

 ２　諸手当 

 　⑴　初任給調整手当 

 　 初任給調整手当については、 人事院勧告の内容に準じ て改定する こ と 。  

 　   ⑵　地域手当 

 　 勤務地が札幌市内である 職員に支給する 地域手当の支給割合について、 100分 

 の４ を 適用する こ と 。  

 　   ⑶　通勤手当 

 　 通勤手当については、 以下のと おり 改定する こ と 。  

 　 　   ア　令和７年４月１日以降の措置内容 

 　 交通用具使用者に対する 通勤手当の月額を 、 片道５ キロ メ ート ル未満の場合 

 は月額2, 500円、 片道５ キロ メ ート ル以上10キロ メ ート ル未満の場合は月額 

 4, 700円、 片道10キロ メ ート ル以上15キロ メ ート ル未満の場合は月額7, 800円、  

 片道15キロ メ ート ル以上20キロ メ ート ル未満の場合は月額10, 900円、 片道20キ 

 ロ メ ート ル以上25キロ メ ート ル未満の場合は月額14, 000円、 片道25キロ メ ート  

 ル以上30キロ メ ート ル未満の場合は月額17, 100円、 片道30キロ メ ート ル以上35 

 キロ メ ート ル未満の場合は月額20, 200円、 片道35キロ メ ート ル以上40キロ メ ー 

 ト ル未満の場合は月額23, 300円、 片道40キロ メ ート ル以上45キロ メ ート ル未満 

 の場合は月額26, 400円、 片道45キロ メ ート ル以上50キロ メ ート ル未満の場合は 
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 月額29, 600円、 片道50キロ メ ート ル以上55キロ メ ート ル未満の場合は月額 

 32, 800円、 片道55キロ メ ート ル以上60キロ メ ート ル未満の場合は月額36, 000 

 円、 片道60キロ メ ート ル以上の場合は月額39, 200円と する こ と 。  

 　 　   イ　令和８年４月１日以降の措置内容 

 ( ｱ)  交通用具使用者に対する 通勤手当の額を 66, 900円を超えない範囲内で自動 

 車等の使用距離区分に応じ て支給する こ と 。  

 ( ｲ)  交通用具使用者又は交通機関等と 交通用具の併用者のう ち、 自動車の駐車 

 のための施設等を利用し 、 その料金を 負担する こ と を常例と する 職員に対 

 し 、 5, 000円を 超えない範囲内で１ か月当たり の料金に相当する 額を支給す 

 る こ と 。  

 ( ｳ)  育児・ 介護の事情がある 職員が通勤のため特別急行列車等を利用する 場合 

 の通勤手当の額は、 現行の通勤手当の額に特別料金等の額を 加算し た額と す 

 る こ と 。  

 ( ｴ)  １ か月当たり の交通機関等に係る 通勤手当の額、 交通用具に係る 通勤手当 

 の額、 特別急行列車等に係る 通勤手当の額及び駐車に係る 通勤手当の額を 合 

 算し た額の限度を150, 000円と する こ と 。  

 　   ⑷　期末手当及び勤勉手当 

 　 期末手当及び勤勉手当については、 以下のと おり 改定する こ と 。  

 　 　   ア　令和７年12月期の支給割合 

 　 　   　(ｱ) 特定職員及び特定任期付職員以外の職員 

 　 期末手当の支給割合を 1. 275月分（ 定年前再任用短時間勤務職員にあって 

 は、 0. 725月分） と し 、 勤勉手当の支給割合を1. 075月分（ 定年前再任用短時 

 間勤務職員にあっては、 0. 525月分） と する こ と 。  

 　 　 　   (ｲ) 特定職員 

 　 期末手当の支給割合を 1. 075月分（ 定年前再任用短時間勤務職員にあって 

 は、 0. 625月分） と し 、 勤勉手当の支給割合を1. 275月分（ 定年前再任用短時 

 間勤務職員にあっては、 0. 625月分） と する こ と 。  

 　 　 　   (ｳ) 特定任期付職員 

 　 期末手当の支給割合を 0. 975月分と し 、 勤勉手当の支給割合を0. 9月分と す 

 る こ と 。  

 　   　イ　令和８年６月期以降の支給割合 

 　　　(ｱ) 特定職員及び特定任期付職員以外の職員 

 　 ６ 月及び12月に支給さ れる 期末手当の支給割合を それぞれ1. 2625月分（ 定 

 年前再任用短時間勤務職員にあっ ては、 それぞれ0. 7125月分） と し 、 ６ 月及 

 び12月に支給さ れる 勤勉手当の支給割合を それぞれ1. 0625月分（ 定年前再任 
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 用短時間勤務職員にあっ ては、 それぞれ0. 5125月分） と する こ と 。  

 　 　 　   (ｲ) 特定職員 

 　 ６ 月及び12月に支給さ れる 期末手当の支給割合を それぞれ1. 0625月分（ 定 

 年前再任用短時間勤務職員にあっ ては、 それぞれ0. 6125月分） と し 、 ６ 月及 

 び12月に支給さ れる 勤勉手当の支給割合を それぞれ1. 2625月分（ 定年前再任 

 用短時間勤務職員にあっ ては、 それぞれ0. 6125月分） と する こ と 。  

 　　　(ｳ) 特定任期付職員 

 　 ６ 月及び12月に支給さ れる 期末手当の支給割合を 0. 9625月分と し 、 ６ 月及 

 び12月に支給さ れる 勤勉手当の支給割合を 0. 8875月分と する こ と 。  

 　３　改定の実施時期 

 　 こ の改定は、 令和７ 年４ 月１ 日から 実施する こ と 。 ただし 、 ２ の⑷のアについ 

 ては令和７ 年12月１ 日から 実施し 、 ２ の⑶のイ 及び⑷のイ については令和８ 年４  

 月１ 日から 実施する こ と 。  
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